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１ 水源 

  第１屋内消火栓設備１（（６）を除く。）によるほか、次によること。 

 (1) 泡消火設備の水源は、飲料用水源（高架水槽を含む。）と接続しないこと。（第４－

１図） 

 (2) 防火対象物の同一階に固定式と移動式の泡消火設備を設置した場合の水源の水量は、

両方式を合算した量以上とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 加圧送水装置 

  第１屋内消火栓設備２(（３）、（６）を除く。)によるほか、次によること。 

 (1) 加圧送水装置等は、泡消火設備専用とすること。 

 (2) 防火対象物の同一階に固定式と移動式の泡消火設備を設置し、加圧送水装置を兼用す

る場合は、両方式を合算した性能を有するものとすること。 

３ 呼水装置 

  第１屋内消火栓設備３によること。 

４ 配管 

第４－１図 



第４ 泡消火設備 

４－2 

  第１屋内消火栓設備５(（１４）及び（１８）を除く。）及びに第２スプリンクラー設

備５（３）から（７）によるほか、次によること。 

 (1) 一斉開放弁の二次側には、泡へッドから散水することなく一斉開放弁の試験ができる

弁及び排水管を設けること。 

 (2) 一斉開放弁の取り付け位置は、その受け持つ放射区画内又はその直近に設けること。 

 (3) 加圧送水装置の吐出側直近部分の配管には、その表面の見やすい箇所に泡消火設備用

である旨を表示すること。 

５ 固定式 

 (1) 同時放射区画 

規則第１８条第４項第５号に定める一の放射区域は、第３水噴霧消火設備５によるこ

と。 

(2) 泡へッド 

使用する泡消火薬剤に対応した認定品とすること。 

(3) 起動装置 

  ア 自動式の起動装置 

    規則第１８条第４項第１０号イの規定によるほか、次によること。 

(ｱ) 閉鎖型スプリンクラーヘッド又は火災感知用ヘッド（以下「自動起動用ヘッド」

という。）を用いる場合 

自動起動用ヘッドは、各放射区域ごとに次により設けること。 

ａ 標示温度は、７９℃未満のものとすること。 

ｂ へッドは、規則第１３条の２第４項第１号イからハまでに準じて設けること。 

ｃ へッドの取り付け高さは、床面から５ｍ以下とすること。ただし、ヘッドの感

度種別が１種のものを使用する場合は、８ｍ以下とすることができる。 

ｄ へッドは一の放射区画内の床面積１５㎡（耐火建築物にあっては、２０㎡）以

下ごとに１個以上偏在しないように設けること。 

ｅ 配管の末端には、当該放射区画の見通しができ、区画内の火災の影響を受ける

ことなく容易に操作できる場所に、手動弁（ボールコック等）を設けること。 

(ｲ) 自動火災報知設備の感知器を用いる場合 

ａ 感知器は、規則第２３条第４項に定める基準により設けること。 

ｂ 感知器の種別は、熱式の特種（定温式に限る。）、１種又は２種若しくは差動
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式分布型の２種又は３種のものとすること。 

ｃ 感知器の作動と連動して電磁弁が開放した場合は、何らかの復旧操作をしない

限り、閉鎖しないものであること。 

ｄ 感知器回路の末端には、当該放射区画の見通しができ、区画内の火災の影響を

受けることなく容易に操作できる場所に、手動起動装置を設けること。 

  イ 手動式の起動装置 

    規則第１８条第４項第１０号ロの規定による手動式の起動装置は、手動式の起動装

置を放射区域ごとにその直近に１個設けること。 

(4) 流水検知装置及び自動警報装置 

   第２スプリンクラー設備９によるほか、流水検知装置の一次側直近の制御弁は、当該

放射区画を経由することなく接近できる共用部分若しくは、階段直近等に設け、容易に

操作できる位置に設けること。 

６ 乾式流水検知装置を用いた方式 

  常時配管内を湿式とすることにより凍結による障害が生じるおそれがある場合にあって

は、次により乾式流水検知装置を用いた泡消火設備とすることができる。 

(1) 乾式流水検知装置の二次側配管は、第２スプリンクラー設備１５（５）によること。 

(2) 自動起動用ヘッドの形状は、第２スプリンクラー設備１５（６）によること。 

(3) 乾式流水検知装置の二次側に圧力を設定するための加圧装置の供給能力は、第２スプ

リンクラー設備１５（２）によること。 

７ 移動式 

 (1) 移動式の泡消火設備を設置することができる部分 

   規則第１８条第４項第１号に規定する「火災のとき著しく煙が充満するおそれのある

場所」以外の場所は、防護対象物となる部分が次によるものであること。 

  ア 警備員が常駐すること。ただし、防火対象物又はその部分の直近の関係者等により

速やかな対応が可能なものはこの限りでない。 

  イ １０階以下又は３１ｍ以下の部分とすること。 

  ウ 当該部分は、地階又は無窓階に該当しないこと。 

  エ 外気に接する常時開放の開口部が、階ごとに次の（ア）又は（イ）に定める基準に

適合していること。 

   (ｱ) 壁面線の長辺の長さが３０ｍ以下の場合は、次のａ又はｂに適合すること。  
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    ａ 壁面線のうち長辺部分の一面が次の（ａ）から（ｅ）までに該当する外気に接

する常時開放の開口部（以下「開放開口部」という。）を有するもの（第４－２

図） 

     (a) 開放開口部の上端は、床面から２ｍ以上とすること。 

     (b) 手すり等を設ける場合は、手すり部分の見付け面積の３分の１以上の開放性

を有するパイプ手すり等とすること。ただし、開放性が不足する手すりを使用

する場合は、手すり部分の見付け面積の３分の１以上の開放面積を他の面で確

保すること。 

     (c) 手すり等の上端は床面から１．２ｍ以下とすること。なお、防犯上等の理由

により、やむを得ず、手すり等の上端からはり、垂れ壁等の下端までの間にフ

ェンス等を設ける場合については、開放性の高いネットフェンス等とすること。 

     (d) 壁面線のうちエレベーター又は階段等で開放開口部が閉鎖される場合にあっ

ては、その閉鎖された部分相当の開放面積を他の面で確保すること。 

     (e) 開放開口部には、天井面又は上部床スラブ下面から５０ｃｍ以上下がったは

り又は垂れ壁等を設けないこと。 
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第４－２図 

１．２ｍ以下 
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１．２ｍ以下 

（手すり部分の見付け面積の３分の１以上の開放） 

ｂ 防火対象物の天井中央付近に、壁面線のうち長辺側の壁面積の２分の１以上の

外気に接する常時開放の開口部（天井中央付近の常時開放の開口部が複数階にわ

たる場合、当該中央の吹き抜け部に面する各階の開口部は、開放開口部によるこ

と。）を有するもの（第４－３図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (ｲ) 壁面線の長辺の長さが３０ｍを超える場合は、防火対象物の各部分から、一の開

放開口部までの水平距離を３０ｍ以下とし、次のａ又はｂのいずれかに適合するこ

と。 

    ａ 壁面線のうち長辺を含む二面以上が、開放開口部を有するもの（第４－４図） 
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第４－３図 

第４－４図 
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    ｂ 防火対象物の天井中央付近に壁面線の長辺側を含む二面の壁面積の２分の１以 

     上の外気に接する常時開放の開口部（（ア）ｂによる。）を有するもの（第４－

５図） 

 

 

 

 

 

 

  オ 壁面線の開放開口部で、隣地境界線又は他の建築物等の外壁（以下「隣地等」とい

う。）に面して設けるものにあっては、壁面線から隣地等までの距離に応じて、次の

式で算定した値を開放面積とすること。ただし、壁面線から隣地等までの距離が０．

６ｍ未満の部分は開放面積に算定できない。 

    Ａ１＝２Ｉ×Ｌ     Ａ１：仮想開放面積（㎡） 

    Ａ２＜Ａ１の場合    Ａ２：実開放面積（㎡） 

       Ａ２とする。   Ｉ：壁面線から隣地等までの距離 

    Ａ２＝Ａ１の場合      但しＩ≧0.6(ｍ） 

       Ａ２とする。   Ｌ：開放開口部の長さ（ｍ） 

    Ａ２＞Ａ１の場合 

       Ａ１とする。 

 

(2) ポンプの吐出量 

   規則第１８条第４項第９号ハ（イ）に規定されるポンプの吐出量は、次の量以上とす

ること。 

  ア 駐車場等に設けるもの 

    ノズルの設置個数が最も多い階又は屋上における当該設置個数（設置個数が２を超

えるときは、２とする。）に１３０Ｌ／ｍｉｎを乗じて得た量以上の量 

  イ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫等に設けるもの 

    ノズルの設置個数が最も多い階又は屋上における当該設置個数（設置個数が２を超

えるときは、２とする。）に２６０Ｌ／ｍｉｎを乗じて得た量以上の量 

 

30m超 
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Ｓ２ 
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Ｓ１＋Ｓ２ 

２ 

第４－５図 
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(3) ポンプの全揚程 

   規則第１８条第４項第９号ハ（ロ）に規定されるノズル先端の放射圧力換算水頭は、

３５ｍ以上とすること。 

(4) 起動装置 

ア 第１屋内消火栓設備７によること。 

 イ 一のバルブ操作により起動できること。 

８ 泡消火薬剤の貯蔵槽 

 (1) 材質は、泡消火剤により腐食等のおそれのないもの又は防食措置を講じたものである

こと。 

 (2) 点検口及び掃除口を設けること。 

 (3) 呼気弁又は通気管を必要に応じ設けること。 

 (4) 貯蔵槽が常時加圧されることにより、ダイヤフラム等に支障が生じるおそれのあるも

のにあっては、有効な圧抜き措置を講ずること。 

 (5) 設置場所は、２加圧送水装置の設置場所によるほか、点検、補修に必要な空間及び換

気、室温並びに排水等を考慮すること。 

９ 泡消火薬剤混合装置 

  混合装置は、使用する泡消火薬剤及び使用へッドに整合したものであること。 

10 発泡倍率と還元時間 

  フォームヘッド又はノズルから適正な泡放射ができるとともに泡の発泡倍率は５倍以上

あり、かつ、当該泡の４分の１還元時間は１分以上であること。 

11 令第１３条第１項に供する部分の床面積の算定（防火対象物の屋上を含む。） 

 

駐車の用に供される部分 駐車する部分及び車路 

自動車の修理又は整備の

用に供する部分 

作業所、油庫、点検調整場、修理又は作業を要する

車両の駐車場、機械室及び部品庫（防火区画された

ものは除く。）等 

発電機、変圧器その他こ

れらに類する電気設備が

設置されている部分 

当該電気設備が据え付けられた部分の周囲５ｍの線

で囲まれた部分（不燃材料の壁、天井及び床で区画

され、開口部には特定防火設備又は、規則第１２条

の２第１項第１号ニ（イ）に規定する防火設備が使

用されている場合は、当該区画された部分） 
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鍛造場、ボイラー室、乾

燥室その他多量の火気を

使用する部分 

当該設備が据え付けられた部分の周囲５ｍの線で囲

まれた部分（不燃材料の壁、天井及び床で区画さ

れ、開口部には特定防火設備又は、規則第１２条の

２第１項第１号ニ（イ）に規定する防火設備が使用

されている場合は、当該区画された部分） 

 

12 機械式駐車場 

  機械式駐車場（複数の段に駐車できるもの）に泡消火設備を設ける場合は、１から１１

によるほか次によること。 

 (1) フォームヘッドは、各段とも防護できるように設けること。 

 (2) 火災感知装置は、標準型ヘッド（７９℃未満）とし、天井等（床ピット内に車両が降

下収納されるものにあっては、床ピット内の火災を有効に感知できること。）で感知し

やすい部分に取り付けること。 

 (3) 駐車の用に供する部分の水平投影面積５０㎡以上を一の放射区画とし、隣接する二つ

の区画を同時放射できる容量の加圧送水装置を設けること。 

   なお、一の機械駐車台数ごとに駐車部分を不燃材料で区画したときは、当該部分（車

路を含む。）を一の放射区域とみなすことができる。（第３水噴霧消火設備５参照） 

 (4) 手動弁は、当該部分の火災の影響を受けることなく、容易に接近できる位置に設ける

こと。 

13 特定駐車場用泡消火設備 

 (1) 用語の定義 

ア  特定駐車場 

令別表第１に掲げる防火対象物の用に供する部分で、次に掲げるものをいう。 

(ｱ) 駐車場の存する階（屋上部分を含み、駐車するすべての車両が同時に屋外に出る

ことができる構造の階を除く。）における駐車場部分の床面積が、地階又は２階以

上の階にあっては２００㎡以上、１階にあっては５００㎡以上、屋上部分にあって

は３００㎡以上のもののうち、床から天井までの高さが１０ｍ以下の部分をいう。 

(ｲ) 昇降機等の機械装置により車両を駐車させる構造のもので、車両の収容台数が１

０以上のもののうち、床面から天井までの高さが１０ｍ以下のものをいう。 

イ  特定駐車場用泡消火設備 

特定駐車場における火災の発生を感知し、自動的に泡水溶液（泡消火薬剤と水との
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混合液をいう。）を圧力により放射して当該火災の拡大を初期に抑制するための設備

をいう。 

(2) 特定駐車場用泡消火設備を設置することができる部分 

特定駐車場用泡消火設備の設置にあっては、特定駐車場における必要とされる防火安

全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令（平成２６年３月２７日総務省令

第２３号。以下「特定駐車場用泡消火省令」という。）及び特定駐車場用泡消火設備の

設置及び維持に関する技術上の基準（平成２６年３月２８日消防庁告示第5号。以下

「特定駐車場用泡消火告示」という。）によるほか、次によること。 

ア  特定駐車場のうち、規定床面積未満であることから泡消火設備の設置義務がないも

のであっても床面から天井までの高さが１０ｍ以下の部分であれば、特定泡消火設備

の設置は可能であること。 

イ  特定駐車場には、通常の泡消火設備と特定泡消火設備の併用は可能であること。 

14 表示 

 (1) 手動起動装置と放射区画との関連を明確にするため、次の識別をすること。 

  ア 一斉開放弁及び手動弁を赤色塗装すること。 

  イ 一の放射区域の手動弁及び泡へッドの取り付け部分並びに一斉開放弁の放出側の配

管をそれぞれ３０ｃｍ以上同一彩色とすること。ただし、天井仕上げ等により配管が

露出しない構造のものにあっては、露出している泡へッド部分（網の部分を除く。）

等のみ同一彩色とすることができる。 

  ウ 隣接する放射区域は、容易に識別できるよう異なった彩色とすること。 

 (2) 混合器及び送液ポンプ等には、送液方向を示す矢印を表示すること。 

 (3) 泡消火設備の消火薬剤貯蔵槽を設置した場所には、次の表示を設けること。 

 

 

 

 

 (4) 泡消火栓には、使用方法を表示すること。 

 (5) 手動起動装置、送水口の直近には、次の表示を設けること。 

 

 
大きさ：縦１０ｃｍ×横３０ｃｍ以上 

文 字：３ｃｍ角以上 

消火薬剤 

１ 種別 
２ 混入率 
３ 薬剤量 

４ 設置年月日 

手 動 起 動 装 置 

（ 泡 消 火 ）  
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 (6) （３）から（５）までの表示のうち、特記のないものについては、次によること。 

  ア 色は、地を白色、文字を黒色とすること。 

  イ 文字の大きさは、２ｃｍ角以上とすること。 

 (7) 表示は、３ｍ以上離れた位置から確認できる場所に設けること。 

 (8) 流水検知装置の直近には、第２スプリンクラー設備１４（１）により表示を設けるこ

と。この場合、「スプリンクラー」を「泡消火」に読み替えること。 
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参 考 

ＰＦＯＳ含有の泡消火薬剤の混合使用について 

 

駐車場等に設置する泡消火設備の泡消火薬剤としてＰＦＯＳ（ペルフルオロ（オクタン

－１－スルホン酸））含有の泡消火薬剤（別紙参照）が平成２１年５月に「化学物質の審

査及び製造等の規制に関する法律」が改正され、同年１０月第一種特定化学物質に指定さ

れた。これにより、特定用途（エッセンシャルユース）以外の使用が禁止となる。泡消火

薬剤については、代替品（ＰＦＯＳ非含有泡消火薬剤）があるのでエッセンシャルユース

に該当しない。当分の間は、次の技術基準を順守することで既設の使用が可能。 

１ 点検基準の改正について 

  消火薬剤の「機能を維持するための措置」が講じられている場合に泡放射試験の一部

を免除することができる。 

 (1) 免除できる点検 

  ア 分布 

  イ 放射圧力 

  ウ 混合率 

  エ 発泡倍率 

 (2) 免除できない点検 

  ア 一斉開放弁 

  イ 手動起動装置 

  ※非常電源に切り替えた状態で、一斉開放弁の二次側の止水弁を閉止するとともに排

水弁を開放し、手動起動操作部又は自動式起動装置の作動で代替することができる。 

 (3) 「機能を維持するための措置」とは次の何れかを満たしているもの 

  ア 設置、製造、又は全量交換後１０年以内のもの（合成界面活性剤泡消火薬剤は１

５年） 

  イ 総合点検での泡放射試験実施後３年以内 

  ウ サンプリング検査後３年以内（サンプリング検査については、「平成２２年９月

３０日付け消防予第４４２号」参照） 

２ ＰＦＯＳ含有泡消火薬剤との混合使用について 

 (1) 全量を他の薬剤と交換する場合には、既設のフォームヘッドとの組み合わせにお
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いて性能評定を取得している泡消火薬剤と交換すること。 

 (2) 補充（混合）する場合は、次の事項に留意すること。 

  ア 補充（混合）する泡消火薬剤は、ＰＦＯＳ含有泡消火薬剤と任意の割合で混合し

た場合において、規格省令に規定する基準に適合していることを確認すること。 

イ 補充（混合）する泡消火薬剤は、１種類に限定すること。 

ウ 使用するフォームヘッドは、ＰＦＯＳ含有泡消火薬剤及び補充する泡消火薬剤の

いずれと組み合わせても所要の性能を有することが確認されていること。 

３ 工事整備の対象について 

 (1) 最初の補充（混合）は、「工事」のうち「改造」に該当する。なお、本行為につ

いては「軽微な工事」とみなされ、着工届は要しないものとし、設置届に伴う消防検

査については、書類審査に替えることができる。 

 (2) ２回目以降の補充（混合）は、既に混合されている泡消火薬剤の補充であること

から「整備」とみなされるため、（１）に適合することを確認した資料を添付するこ

とで足りる。 

４ その他 

 (1) 他の泡消火薬剤を混合した場合には、その旨を泡消火薬剤貯蔵層の見やすい個所

に「水成膜泡消火薬剤の混合済表示シール」を貼付して表示する必要がある。表示シ

ールは下図によるものとし、泡消火薬剤メーカーから入手できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 他の泡消火薬剤を混合した場合には、点検票に混合した年月日、泡消火薬剤の種

類及び補充量を記録しておくこと。 
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別紙 
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組み合わせ適合一覧 

○泡消火薬剤 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○閉鎖型泡消火システムにおける泡消火薬剤 
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○住友スリーエム株式会社製ライトウォーター水成膜泡消火薬剤 

 


